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③ 今後の需要に応じた生産
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農林水産業・地域の活力創造プラン① 平成25年12月10日農林水産業・地域の活力創造本部決定（抜粋） （平成28年11月29日改訂）
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農林水産業・地域の活力創造プラン②
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第２ 具体的施策
Ⅲ．地域経済好循環システムの構築
２．攻めの農林水産業の展開
（２）新たに講ずべき具体的施策
ⅰ）生産現場の強化
②米政策改革
・ 米政策の改革を着実に進めることにより、農業経営体が自らの経営判断に基づき作物を選択できる環境を整備する。
・ 米の直接支払交付金及び行政による生産数量目標の配分は、2018年から廃止する。
・ ノングルテンの米粉も含め米の新たな需要開拓の取組を国内外で推進する。
・ これらの改革を進めるなかで、これまでの政策を検証しつつ、更なる取組や自立的な経営判断を促すような政策に
ついて検討する。

〇 未来投資戦略2017－Society5.0－（平成29年６月９日閣議決定）より抜粋

・ 中短期行程表（抜粋）
Ⅲ．地域経済好循環システムの構築
２．攻めの農林水産業の展開

未来投資戦略における米政策の位置付け
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食料・農業・農村基本計画本文（米関係抜粋）

第３ 食料、農業及び農村に関し総合的かつ計画的に講ずべき施策
２．農業の持続的な発展に関する施策
（６）需要構造等の変化に対応した生産・供給体制の改革

高齢化や世帯構成の変化、ライフスタイルの多様化等が進む中
で、加工・業務用需要の増加など需要構造等の大きな変化に対応
するとともに、輸出拡大も見据えた生産・供給体制の整備を推進
する。

① 米政策改革の着実な推進、飼料用米等の戦略作物の生産拡大
高齢化、人口減少等による米の消費の減少が今後とも見込まれ

る中で、米政策改革の着実な推進により需要に応じた生産を推進
するとともに、優れた生産装置である水田をフルに活用し、食料
自給率・食料自給力の維持向上を図るため、飼料用米等の戦略作
物の生産拡大を推進する。
ア 米政策改革の着実な推進

需要に応じた生産を推進するため、水田活用の直接支払交付
金による支援、中食・外食等のニーズに応じた生産と播種前契
約、複数年契約等による安定取引の一層の推進、県産別、品種
別等のきめ細かい需給・価格情報、販売進捗・在庫情報の提供
等の環境整備を推進する。
こうした中で、定着状況をみながら、平成30年産からを目途

に、行政による生産数量目標の配分に頼らずとも、国が策定す
る需給見通し等を踏まえつつ、生産者や集荷業者・団体が中心
となって円滑に需要に応じた生産が行える状況になるよう、行
政、生産者団体、現場が一体となって取り組む。
また、それまでの間、行政による生産数量目標の配分の工夫

等の必要な関連する施策全般について、工程を明らかにしなが
ら取り組む。

イ 飼料用米等の戦略作物の生産拡大
飼料用米、米粉用米、麦、大豆等の戦略作物については、水田

活用の直接支払交付金による支援と下記の取組により、生産性を
向上させ本作化を推進する。品目ごとの生産努力目標の確実な達
成に向けて、不断に点検しながら、生産拡大を図る。また、その
他の作物も併せその需給動向について必要に応じて情報提供する。
飼料用米については、全国、地方ブロック、各県（産地）段階

に整備した関係機関からなる推進体制を活用し、米産地と畜産現
場の結び付け等の各種課題の解決に向けた取組を推進する。また、
地域に応じた栽培体系を確立するため、多収性専用品種の開発と
導入や新たな栽培技術の実証を推進する。さらに、生産・流通コ
ストの削減と安定的な供給・利用体制の構築を図るため、担い手
への農地集積・集約化を加速化しつつ、既存施設の機能強化や再
編整備、新たな施設、機械の導入等を推進するとともに、紙袋か
らフレキシブルコンテナや純バラ（トラックの荷台等に米をバラ
で直積み）での流通への転換、シャトル輸送（帰り便の活用）、
配合飼料工場を通じた供給体制の整備、畜産農家における利用体
制の整備等を推進する。
米粉用米については、多様な用途に対応した加工技術の改良、

開発及びその普及による加工コストの低減、新たな米粉製品の開
発等の取組を推進する。
麦、大豆については、実需者ニーズに対応した生産・供給を推

進するため、地域条件に適応する生育特性や加工適性、多収性を
備えた新品種の開発と導入に取り組むとともに、ほ場条件を踏ま
えた排水対策や地力維持に資する輪作体系等の栽培技術の開発と
導入を推進する。

基本計画本文（米関係抜粋）
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品目

食料消費の見通し 生産努力目標
（万トン）

克服すべき課題

１人・１年当たり消
費量（kg/人・年）

国内消費仕向量
（万トン）

平成
２５
年度

平成
３７
年度

平成
２５
年度

平成
３７
年度

平成
２５
年度

平成
３７
年度

米
米粉用米、
飼料用米を

除く

57 53 857 761 859 752
〇 食の簡便化志向、健康志向等の消費者ニーズや外食・中食等のニーズへの対応
○ 行政による生産数量目標の配分に頼らない需要に応じた生産
○ 農地の集積・集約化、新技術等の開発・導入、資材費の低減等による生産コストの低減

米粉用米 0.1 0.7 2.0 10 2.0 10

○ 最終製品価格を押し上げている製粉コストの低減や新たな米粉製品の開発
○ 米粉の特性、メリット、新製品等の情報の十分な伝達
○ 多収性専用品種の導入や地域条件に応じた栽培技術の確立等を通じた収量向上
○ 農地の集積・集約化、新技術等の開発・導入、資材費の低減等による生産コストの低減

飼料用米 - - 11 110 11 110

○ 実需者ニーズに応じた安定生産と畜産経営における利用拡大
○ 多収性専用品種の導入や地域条件に応じた栽培技術の確立等を通じた収量向上

○ 農地の集積・集約化、新技術等の開発・導入、飼料原料用としての生産管理手法の導入、資材費の低
減等による生産コストの低減

○ 飼料原料用としての供給・利用体制の整備による流通コストの低減

品目

10a当たり収量 作付面積 品目別自給率

（単位：kg） （単位：万ha） （単位：％）

平成２５年度 平成３７年度 平成２５年度 平成３７年度 平成２５年度 平成３７年度

米
米粉用米、飼料用米を除く

530 540 160 139

96 97米粉用米 512 580 0.4 1.7

飼料用米 511 759 2.2 14

平成37年度における食料消費の見通し及び生産努力目標（米部分抜粋）

食料自給率目標

注：平成25年度の米（米粉用米・飼料用米を除く）の10a当たり収量は、作物統計における水稲（米粉用米を含み、飼料用米を除く）の値であり、平年収量を用いている。
米粉用米、飼料用米、小麦、大麦・はだか麦及び大豆の平成25年度の10a当たり収量の実績は平均収量である。

注：国内消費仕向量は、１人・１年当たり消費量に人口（平成25年度 1億2,730万人、平成37年度（推計） 1億2,066万人）を乗じ、これに減耗量（米ぬかなど）等を加えたものである。

＜参考データ＞

平成37年度における食料消費の見通し及び生産努力目標（米部分抜粋）
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時 期 国のスケジュール

１１月 基本指針（主食用米等の需給見通し等）公表

１２月

需要に応じた生産・販売の推進に係る全国会議【第１回】

・全国需給見通し、当年産の生産量、前年産の販売状況等
・先進地域、実需者からの講演
・意見交換

１月

需要に応じた生産・販売の推進に係る全国会議【第２回】

・30年度の水田活用交付金等について
・意見交換

２月 県別の作付動向の公表【第１回中間的取組状況】

４月

需要に応じた生産・販売の推進に係る全国会議【第３回】

・当年産の販売状況、各県の中間的取組状況等
・各県の取組事例の発表等
・意見交換

５月 県別及び地域農業再生協議会の作付動向の公表【第２回中間的取組状況】

６月 営農計画書の提出〆切（６月３０日）

９月末
統計部の公表（県別全水稲、主食用作付面積及び作柄概況）に合わせ、

地域協議会別の作付面積（速報版）を公表

各産地との
意見交換
（通年）

３０年産以降の需要に応じた生産・販売の取り組みスケジュール（案）
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○ 30年産以降も、農業再生協議会は存続。農業再生協議会は国からの情報や自らの販売可能数量等を踏まえ、都道府県、

市町村段階で地域の生産者団体や担い手と連携し、水田フル活用ビジョン（地域として水田で、どの作物をどれだけ推進す

るか）を作成するとともに、その内容を生産現場に周知。

○ 農業再生協議会の円滑な業務遂行を支援するため、30年度予算概算決定において、84億円（対前年度比＋１億円）を

確保したところ。

【規模・構成】

（都道府県農業再生協議会：都道府県の区域毎に設置）
・ＪＡ等の生産出荷団体
・農業会議
・担い手農業者組織
・行政 など

（地域農業再生協議会：市町村の区域を基本に設置）
・JA等の生産出荷団体
・農業委員会
・担い手農家
・行政 など

農業再生協議会の活動概要

国の補助事業により支援

【役割】

・水田フル活用ビジョン（地域毎の作付作物推進方針）

の作成・周知

・地域の各作物の作付・需要動向把握

・経営所得安定対策・水田活用の直接支払交付金の

交付事務（交付金対象作物の現地確認、交付金関連

情報システム入力）

・経営所得安定対策等の推進 など

農業再生協議会について
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需要に応じた生産の推進に係る全国会議等（農林水産省主催）

○ 各都道府県が翌年産に向け主体的に需要に応じた生産を行うことができるよう、

① 国から全国の需給見通しや各県の中間的作付動向等について情報提供を行うとともに、

② 各都道府県の翌年産に向けた取組について情報を相互に共有する

会議を年２回開催。

○ 本会議には、各都道府県農業再生協議会の他、全中・全農・日本農業法人協会等の関係団体が出

席。

○ また、国は、各産地銘柄の在庫状況や生産販売状況等を踏まえ、需要に応じた生産に向けた生産

現場への情報提供や認識の共有を個別に行う。

【開催時期】

・年２回（４月及び12月頃）

【主な内容】

・国からの情報提供

（米の基本指針、生産数量目標、中間的作付動向等）

・各県からの情報提供

（30年産に向けた取組状況についての事例発表）

【参集範囲】

・各都道府県農業再生協議会

・全国団体（全中、全農、全集連、全国農業会議所、日本農業法人協会、全国

稲作経営者会議、全米販等）

【出席者数】

・H27.12月：225名、H28.4月：195名、・H28.11月：258名、H29.4月：226名、

H29.12月：224名

会議の概要

○ 今後も、産地・生産者が需要に
応じた生産が進められるよう、各
県、地域段階の作付・販売動向や
中間的取組状況を踏まえ、生産現
場への情報提供や認識の共有を行
う。

【実施状況】

○ 都道府県等への情報提供
・H28年産：延べ55県
・H29年産：延べ42県

○ 農業経営者との意見交換
・H28年度：46県
・H29年度：45県（予定含む）

生産現場への情報提供等

69
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● 今後10年間（平成35年まで）で全農地面積の８割を
担い手に集積
・ 分散錯圃の解消
・ 農地の大区画化、汎用化

大規模経営に適合した品種
作期の異なる品種の組合わせ

作期を分散することで、同じ人数で
作付を拡大でき、機械稼働率も向上

コシヒカリ コシヒカリミルキーサマー あきだわら

作業ピークを分散

１日当たり
作業量

作業時期

多収品種

直播栽培（育苗・田植えを省略）

（実証例）

労働時間
18.4時間/10a→13.8時間/10a
（移植） （直播）

費用（利子・地代は含まない）

103千円/10a →93千円/10a
（移植） （直播） 無人ヘリの活用も可能

単収
530kg/10a→700kg/10a
（全国平均） （多肥栽培で単収増）

生産費
16千円/60kg（全国平均）

→13千円/60kg（試算）

ＩＣＴを活用した作業管理

作業が
短期間に集中

省力栽培技術の導入

作業のムダを見つけて
手順を改善
（実証例）

田植え作業時間
1.62時間/10a→1.15時間/10a
（補植作業時間の削減）

鉄コーティング種子

・基本性能の
絞り込み
・耐久性の
向上

・フレキシブルコンテナの
利用（機械化に
よる省力化等）

・土壌診断に基づく施肥量
の適正化（肥料の自家配
合等）、精密可変施肥

生産資材費の低減

農業機械の低コスト仕様 肥料コストの低減

未利用資源の活用合理的な農薬使用

・発生予察による効果的か
つ効率的防除
・輪作体系や抵抗性品種の
導入等の多様な手法を組
み合わせた防除（IPM）

⇒化学農薬使用量抑制

・鶏糞焼却灰等の利用

⇒土壌改良
資材のフレコン利用
（20kg袋比７%低価格化）

⇒基本性能を絞った海外
向けモデルの国内展開等

（標準モデル比２～３割の
低価格化）

⇒従来品比
７%低価格化

農業生産資材価格の引下げ

 生産資材業界の再編や法規制等の見直し
 生産資材価格や取引条件等の「見える化」

目指す姿：農地集積・集約の加速化及び省力栽培技術・品種の開発・導入等により、生産コスト低減を実現

○ 今後10年間（平成35年まで）で担い手の米の生産コストを現状全国平均（16,001円/60kg）から
４割低減（9,600円/60kg）し、所得を向上。

担い手への農地集積・集約等

【担い手の米の生産コスト（平成28年産）】・認定農業者15ha以上層…10,900円/60kg ・稲作主体の組織法人経営…11,677円/60kg

 担い手への農地集積・集約を加速化するとともに大規模経営に適合した省力栽培技術・品種の開発・導入を進
め、産業界の努力も反映して農機具費等の生産資材費の低減を推進。

米の生産コスト低減に向けた具体的な取組
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